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１. 研究領域の目的及び概要（２ページ程度） 

研究領域の研究目的及び全体構想について、応募時に記述した内容を簡潔に記述してください。どのような点が「我が国の学

術水準の向上・強化につながる研究領域」であるか、研究の学術的背景（応募領域の着想に至った経緯、これまでの研究成果を

発展させる場合にはその内容等）を中心に記述してください。 

本領域研究の目的 

現代社会の階層化および健康の社会格差のメカニズム理解と、社会格差の制御方策の立案という、わが国の

みならず、アジア、欧米においても喫緊の社会的重要課題の解決に学術的に貢献することである。特に以下を

達成することを目標としている。 

１．わが国の社会の階層化の実態とその健康の社会格差への影響の定量的な評価 

２．健康の社会格差の医学・生物学的、社会疫学的、社会・心理学的、経済学的メカニズムの解明 

３．社会制度・政策の社会の階層化への影響評価および健康の社会格差の制御における役割の解明 

４．社会関係資本（ソーシャルキャピタル）などの社会の統合化プロセスの促進による社会格差の制御の可能

性の検討 

５．大規模多目的パネル調査から社会科学、健康科学にまたがる公開データベースを構築し、本学術課題の継

続的推進を長期的な視野で展開する基盤整備 

研究領域の概要 

 本領域では、研究総括、外部連携、研究者育成を担当する総括班（X00）の下に、大規模な多目的パネル（コ

ホート）調査を実施する計画班 A01「多目的共用パネル調査」を配置し、地域世帯パネルおよび労働者パネル

（コホート）の２つの大規模調査を実施する。これ以外に重要な研究課題ごとに A02 から A06 までの５つの

計画研究班が設置され、既存の調査データベースの分析、小規模な独自調査に加えて、A01 班の提供する多目

的共用パネルデータを共通資源としながら、相互に協力・連携して領域研究を推進する。 

関連した課題について

の研究を実施する 7 つの

公募班がそれぞれ関連の

深い項目を担当する計画

班と連携して研究を推進

している。 

 これらの学際的な共同

研究活動を通じて、社会

の階層化と健康という研

究テーマについて、社会

科学（社会学、心理学・

行動科学、経済学、政策

科学等）と健康科学（社

会疫学、保健学、分子医

学・生物学、神経科学）を統合した新しい融合学術領域を確立する。 

 2009～2013 年度わたる５年間の研究により、大規模多目的パネル調査に基づくデータベースが構築され、わ

が国における社会階層による健康格差の実態、社会階層と健康とをつなぐメカニズム、社会関係資本（ソーシ

ャルキャピタル）による健康の社会格差の制御の可能性、社会制度・政策の役割について社会科学と健康科学

を融合した研究成果を達成した。本領域研究により、わが国の健康社会格差の対策に役立つ研究成果と提言が

得られるとともに、社会階層と健康という新しい学際領域が拓かれた。 



3 

２. 研究組織（公募研究を含む）と各研究項目の連携状況（２ページ程度） 

領域内の計画研究及び公募研究を含んだ研究組織と領域において設定している各研究項目との関係を記述し、どのように研究

組織間の連携や計画研究と公募研究の調和を図ってきたか、組織図や図表などを用いて具体的かつ明確に記述してください。 

 

計画研究及び公募研究を含んだ研究組織 

 計画研究は、総括班および６つの計画班から構成されている。公募班はもっとも関係の深い計画班に所属し

て研究を進めることとした。 

 

領域において設定している各研究項目との関係 

 総括班は研究領域全体の領域において設定している各研究項目と組織との対応関係は以下のようである。各

計画班は１つないし２つ以上の学際的研究者から構成されている。総括班はこれら分野の研究を統合するため

のリーダーシップをとることが主要なミッションであり、主にワーキンググループ活動および研究交流シンポ

ジウムを通じてその機能を果たした。計画班 A01 が収集する共用パネルデータを活用して計画班内および計画

班同志の共同研究が推進された。 

 

領域代表者 川上憲人（東京大学大学院医学系研究科 教授） 

[計画研究] 

総括班 X00「研究統括」（研究統括、学際分野融合、若手研究者育成、情報発信） 

研究代表者 川上憲人（東京大学大学院医学系研究科 教授） 

研究分担者 橋本英樹（東京大学大学院医学系研究科 教授） 

小塩隆士（一橋大学経済研究所 教授） 

杉澤秀博（桜美林大学大学院老年学研究科 教授） 

小林廉毅（東京大学大学院医学系研究科 教授） 

片瀬一男（東北学院大学教養学部 教授）  

 

教育カリキュラムワーキンググループ（橋本英樹（委員長）、藤原武男、大石亜希子、杉澤秀博、

大森正博、片瀬一男、近藤尚己、川上憲人） 

データ管理委員会（橋本英樹（委員長）、小塩隆士、片瀬一男、川上憲人、小林廉毅、杉澤秀博 

理論ワーキンググループ（川上憲人（委員長）、橋本英樹、藤原武男、浦川邦夫、原田謙、谷原真

一、盛山和夫、近藤尚己、稲田晴彦、島津明人、堤明純、大平英樹、本庄かおり、兼任千恵、

梅田麻希（事務局） 

政策提言ワーキンググループ（小林廉毅（委員長）、阿部彩、橋本英樹、福田吉治、新名正弥、神

林博史 

「社会階層と健康」若手研究者・大学院生の会（稲田晴彦（部会長）、他） 

 

計画研究 A01「多目的共用パネル調査」（共用調査データの収集と発信） 

研究代表者 橋本英樹（東京大学大学院医学系研究科 教授） 

研究分担者 堤明純 （北里大学医学部 教授） 

大江和彦（東京大学大学院医学系研究科 教授） 

山岡和枝（帝京大学大学院公衆衛生学研究科 教授） 

宮木幸一（国立国際医療研究センター医療情報解析研究部 室長） 

近藤尚己（東京大学大学院医学系研究科 准教授） 

井上彰臣（産業医科大学産業生態科学研究所 助教） 

公募班 近藤尚己（山梨大学大学院医学工学総合研究部 講師、当時） 

 

計画研究 A02「社会疫学による健康格差のメカニズム解明」（疫学、心理、生理・脳科学融合） 

研究代表者 川上憲人（東京大学大学院医学系研究科 教授） 

研究分担者 福田吉治（山口大学医学部 教授） 

大平英樹（名古屋大学大学院環境学研究科 教授） 

六反一仁（徳島大学大学院ヘルスバイオサイエンス研究部 教授） 

島津明人（東京大学大学院医学系研究科 准教授） 

荒木剛 （東京大学医学部附属病院 特任准教授） 

藤原武男（成育医療研究センター研究所成育社会医学研究部 部長） 
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公募班   三宅吉博（福岡大学医学部衛生・公衆衛生学 准教授） 

 

計画研究 A03「所得格差・貧困の経済分析」（経済学的分析） 

研究代表者 小塩隆士（一橋大学経済研究所 教授） 

研究分担者 阿部彩（国立社会保障・人口問題研究所社会保障応用分析研究部 部長） 

浦川邦夫（九州大学大学院経済学研究院 准教授） 

大石亜希子（千葉大学法経学部 准教授） 

鈴木亘 （学習院大学経済学部 教授） 

公募班   黒川修行（宮城教育大学教育学部保健体育講座 講師、当時） 

 

計画研究 A04「社会連帯の形成・維持機構の解明」（社会学的研究） 

研究代表者 杉澤秀博（桜美林大学大学院老年学研究科 教授） 

研究分担者 原田謙 （実践女子大学人間社会学部 准教授） 

杉原陽子（鎌倉女子大学家政学部 准教授） 

柳沢志津子（徳島大学大学院ヘルスバイオサイエンス研究部 講師） 

新名正弥（東京都健康長寿医療センター研究所 研究助手） 

公募班 宮崎清（千葉大学 名誉教授、放送大学千葉学習センター 所長） 

竹田徳則（星城大学リハビリテーション学部 教授） 

麦倉 哲（岩手大学教育学部 教授） 

 

計画研究 A05「保健・医療・福祉サービスへのアクセスと健康格差」（医療アクセス研究） 

研究代表者 小林廉毅（東京大学大学院医学系研究科 教授） 

研究分担者 大森正博（お茶の水女子大学大学院人間文化創成科学研究科 准教授） 

谷原真一（福岡大学医学部衛生学教室 准教授） 

稲田晴彦（筑波大学医学医療系福祉医療学分野 助教） 

公募班   奥村誠（東北大学東北アジア研究センター 教授） 

梯正之（広島大学大学院保健学研究科 教授） 

 

計画研究 A06「社会保障・労働政策の分析」（社会学的研究） 

研究代表者 片瀬一男（東北学院大学教養学部 教授） 

研究分担者 盛山和夫（関西学院大学社会学部 教授） 

神林博史（東北学院大学教養学部 准教授） 

木村好美（早稲田大学文学学術院 准教授） 

中田知生（北星学園大学社会福祉学部 准教授） 

 

研究組織間の連携や計画研究と公募研究の調和 

１．各計画班は、A01 班が実施する地域住民（世帯）および労働者の大規模パネル調査の設計に関与し、収集

されたデータを利用して学際分野横断的に研究を進めた。 

２．各計画班（含む公募班）は、定期的に開催された定例研究交流シンポジウム（2012 年度は９回、2013 年

度は５回開催）を通じて特定のテーマについて学際的な議論を行うことで、学際分野横断的に研究を進めた。 

３．各計画班は、各班から代表が選出された４つのワーキンググループ（教育カリキュラム、データ管理委員

会、理論、政策提言）の活動を通じて研究成果の統合を進めた。 

４．各計画班（含む公募班）は、「社会階層と健康」若手研究者・大学院生の会の主催による若手研究者育成

ワークショップに参加し、この領域の若手育成を共同して実施した。 

５．公募班は、領域会議において研究の進捗および成果を報告し、全参加研究者で議論を行うことで領域研究

との調和を図った。 
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３. 研究領域の設定目的の達成度（３ページ程度） 

研究期間内に何をどこまで明らかにしようとし、どの程度達成できたか、また、応募時に研究領域として設定した研究の対象

に照らしての達成度合いについて、具体的に記載してください。必要に応じ、公募研究を含めた研究項目毎の状況も記述してく

ださい。 

本領域研究の５つの目的について、それぞれ本研究領域の達成度を記載する。 

１）わが国の社会の階層化の実態とその健康の社会格差への影響の定量的な評価 

 わが国では所得・資産・親の学歴のいずれの面でも社会格差が拡大していることが示された。所得、学歴、

雇用状態等の社会経済的要因と生活習慣（特に栄養摂取）、循環器疾患リスクファクター（肥満、高血圧、耐

糖能異常など）、精神的不調、身体的訴え、医師受診、健康感や幸福度の低下との関連が明らかになった。社

会格差は子どもの健康に妊娠期から影響していることがわかった。所得や医療費助成、都市と農村、自然災害

など社会経済要因が医療サービスへのアクセスに影響を与えていた。しかし過去 20 年間の健康の社会格差は

ほぼ同程度で推移していた。従来の研究よりも、より広いライスステージ、社会階層および健康アウトカムに

わたってわが国の社会階層による健康格差の実態が明らかになり本研究領域は所定の成果をあげた。 

２）健康の社会格差の医学・生物学的、社会疫学的、社会・心理学的、経済学的メカニズムの解明 

健康の社会的格差に対する物質的要因、心理的要因（内的資源[コントロール感や首尾一貫感覚など]および

外的資源[職場の心理社会的要因]）、生活習慣（栄養摂取）の媒介効果が明らかとなった。一方、脳科学研究に

より赤外線スペクトロスコピー(NIRS)信号やリスク選択課題中の PET により測定された脳機能は、社会階層

（教育年数、年収）が低く、職業性ストレスが高い場合に低下しており、社会階層による健康の格差が脳機能

の変化によって媒介される可能性が示された。これらの研究は健康科学・社会科学の融合による学際的な視点

での健康の社会格差に対する理解を大きく促進し、新しい研究領域を拓いた点で所定の成果をあげた。 

３）社会制度・政策の社会の階層化への影響評価および健康の社会格差の制御における役割の解明 

いくつかの社会制度・政策の健康社会格差への影響を検討した。例えば被保護母子世帯の抱える問題を分析

した。子供の就労による増収が保護費の削減や保護停止につながるため、就労インセンティブが阻害されたり、

親子の別居が促進されたりしていることなどが明らかとなった。また若年非正規雇用者の分析から、とくに男

性で非正規雇用は健康を低める効果を持つことが明らかになった。しかし検討できた社会制度・政策は限定的

であり、本研究領域の達成度としては中程度である。この課題については今後重点的に研究を推進することが

望まれる。 

４）社会関係資本（ソーシャルキャピタル）などの社会の統合化プロセスの促進による社会格差の制御の可能

性の検討 

個人レベルと地域レベルの社会関係が健康の社会階層による格差を軽減することが示され、社会関係を強化

することにより健康の社会格差を制御できる可能性が示された。そのための地域の社会関係の強化策の例とし

て地域住民の組織化に着目し、住民の組織化のプロセスと住民組織の活性化を図るための方策を明らかにし

た。また地域の民生委員を活用し、地域における排除グループ（閉じこもり、セルフネグレクト等）の把握や

介入を行う可能性を明らかにした。これらは社会関係を介した健康の社会格差の制御にむけての重要な研究成

果であり、本研究領域は所定の成果をあげたといえる。 

５）大規模多目的パネル調査から社会科学、健康科学にまたがる公開データベースを構築し、本学術課題の継

続的推進を長期的な視野で展開する基盤整備 

地域（世帯）パネル調査は首都圏在住の子育て世帯を中心に、また労働者パネルは全国９企業を対象として、

社会的健康決定要因の影響を検討するためのサンプルの収集をほぼ計画どおり実施し、バイオマーカーおよび

遺伝子情報を含むパネルデータを構築することに所定の成果をあげた。またデータを広く共用利用に付す体制

づくりを進めた。今後広く健康科学・社会科学領域での利用が期待される。 
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４. 研究領域の研究推進時の問題点と当時の対応状況（１ページ程度） 

研究推進時に問題が生じた場合には、その問題点とそれを解決するために講じた対応策等について具体的に記述してください。

また、組織変更を行った場合は、変更による効果についても記述してください。 

 

１）多目的供用パネル調査（第一回目）における回収率の低さとこれへの対応 

問題点：2010 年度には、多目的供用パネル調査（第一回目）が、新型インフルエンザや震災の影響による

遅れはあるものの、予定通り実施された。しかし本調査の回収率は 30%台であり、今後パネル調査で脱落が増

えていくことを考慮すると、今後パネルとして確保できるサンプルザイズおよび非参加者による対象者の偏り

の影響が懸念された。 

対応：これに対して、追跡率を十分に高く保つための努力、工夫が行われ、結果として高い追跡率を実現し

解析に十分なサンプルザイズを確保できた。対象者の偏りについては母集団との比較を行ってその特性を明確

にした。 

 

２）「融合的な研究成果が十分に上がっていない」との中間コメントへの対応 

問題点：2011 年 9 月の中間評価において「融合的な研究成果が十分に上がっていない」との中間コメントを

受けた。 

対応：2012-2013 年度に以下の活動を追加することで、各研究項目の研究成果を共有し、学際融合を確実に

実現することとした。 

（１）項目間の共同プロジェクトの推進 

 平成 23 年度の「社会階層と健康」国際会議から国際的にも推進が求められる７つの重要研究テーマが同定

された。これらのテーマに関して計画班を横断した共同研究プロジェクトを構築し、学際統合的に解明するこ

とで、社会科学と健康科学・医学の融合を推進する。これらのテーマ（関連する計画班）は、非正規雇用

(A02,05,06)、子供の社会格差と健康(A03,02)、ライフコースアプローチ（子供時代の社会階層等と成人期の

健康）(A02,03)、社会関係資本(A04,02)、社会階層と健康の媒介要因(A02,01,03)、労働と健康(A06,02,01)、

医療へのアクセス(A05,02,03)である。 

（２）学際統合共通理論枠組みの構築 

 本領域が最終的に解明を目指す共通の理論枠組み、学際統合共通理論枠組みを研究成果の上に構築し、これ

をガイドとして各計画班が何を解明したかを明確にすることで、社会科学と健康科学・医学の融合を推進する。

領域全体から学際領域のバランスをみながら研究者を選び、学際統合共通理論枠組みを形成するための活動を

行う「理論形成ワーキンググループ」を総括班内に平成 23 年度半ばから設置する。本領域の共通理論枠組み

について素案の作成、修正・改善、最終理論モデルの確立に向けて作業を行う。研究の進展を受けながら最終

的に確立される学際統合共通理論枠組みは本領域の重要な成果の１つとなる。 

（３）本領域からの政策提言のための組織の新設 

 本領域は、領域研究の成果を踏まえて、健康の社会格差の是正、あるいは制御のための政策提言を行うことを目標

としている。領域研究の成果を統合して政策提言をとりまとめる「政策提言ワーキンググループ」を、新たに計画班

代表および関連する研究者により平成24年度から設置し、最終年度に向けて領域としての政策提言における連携、融

合を進めることとした。 
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５．研究計画に参画した若手研究者の成長の状況（１ページ程度） 

 研究領域内での若手研究者育成の取組及び参画した若手研究者の研究終了後の動向等を記述してください。 

研究領域内での若手研究者育成の取組 

１）「社会階層と健康」若手研究者・大学院生の会 

本研究領域では、総括班の下に「社会階層と健康」若手研究者・大学院生の会を設置し、若手研究者あるい

は大学院生が主体的に参加して若手研究者の育成を行った。この会は 2009 年 9 月に結成され、会のホームペ

ージとメーリングリストを開設した。2013 年 2月末日の登録アドレス数は 199 である。本会のメンバーの出身

分野は、約 50％が臨床医学・看護学、20％が公衆衛生学・保健学、残りの 30％が社会学、基礎医学、経済学、

心理学などであり、研究班と同様学際的である。会の活動は以下のようである。 

１）2010 年 8月に草津セミナーハウス（群馬県）において 2泊 3日の「若手研究者育成のための研究手法ワー

クショップ 2010」を開催（メンバー23人、講師 5人が参加）。 

２）2011 年 8 月に研究班が開催した国際会議 2011

のシンポジウム「Education and Training to 

Address Social Determinants of Health」でメン

バーが発表。 

３） 2011 年 12 月には研究班の定例研究交流会を

本会が主催し、メンバーの学際性を活かして、研

究班が調査に用いた質問紙票にある測定項目につ

いて解説。 

４）2012年 8月に帝京大学箱根セミナーハウス（神

奈川県）において 2 泊 3 日の「若手研究者育成の

ための研究手法ワークショップ 2012」を開催（メ

ンバー29人、講師 7人が参加）。 

５）2013 年 9月に開催された国際会議 2013 で、シンポジウム「Education and Training in Social Determinants 

of Health」の企画・座長を会のメンバーが務めた。今後、日本学術会議若手アカデミー委員会の国内若手研

究者ネットワークへの登録、海外支部の開設、「若手研究者育成のための研究手法合宿 2014」の開催を計画し

ている。 

２）教育カリキュラムワーキンググループの活動 

東京大学大学院医学系研究科公共健康医学専攻修士課程において、本研究領域研究者を中心とした講師陣に

よる「社会と健康」全 15 コマが 2012 年度に開講され、社会疫学・経済学・社会学・ジェンダー・倫理学など

の様々な観点から健康格差の問題が教授された。2 年次は講義に加えて、演習を追加した。また東京大学出版

会から関連諸学（社会学・経済学・倫理学など）の到達点をコンパクトにまとめた若手研究者向けのテキスト

を発刊する予定。各章を「異分野出身の研究者らによる共著」という形を取り学際融合をはかっている。 

若手研究者の研究終了後の動向 

把握できている範囲で、大学院生３名が本研究領域のデータを用いた研究により博士の学位を、２名が専門

職修士の学位を取得した。うち１名は 2012 年から筑波大学医学医療系助教に、１名は 2013 年から帝京大学

助教に着任している。さらに 1 名は、博士取得後、2013 年から東京大学の特任助教となり、その後本研究領

域での業績をもとに 2014 年から University College of London に客員研究員として赴任している。若手研究

者のうち１名は、本研究領域での成果等も評価されて、2014 年より東北大学知の創出センター 特任助教（プ

ログラムコーディネータ）に着任した。別の１名も北海道教育大学教育学部に講師に着任している。 
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６. 研究経費の使用状況（設備の有効活用、研究費の効果的使用を含む）（１ページ程度） 

領域研究を行う上で設備等（研究領域内で共有する設備・装置の購入・開発・運用・実験資料・資材の提供など）の活用状況や

研究費の効果的使用について総括班研究課題の活動状況と併せて記述してください。 

１）購入した設備等の有効活用 

A02 班では、近赤外線スペクトロスコピー(NIRS)による前頭前野機能の測定を行う調査のために 2009 年度に

は装置の入札、選定を行い、日立メディコ社、ETG-4000 を購入し、検査場所である東京大学医学部附属病院に

設置した。2010 年には ETG-4000 を使用して、前頭葉賦活課題の設定や測定条件の検討、予備調査を行うため

に有効に活用された。 

A01 班において地域世帯パネル調査のために購入した小型ＰＣ400 台については、当初予定どおりインター

ネットなどの環境を有さない対象者に対してスタンドアロンのＰＣ環境としてこれを留め置くことで、データ

の回収に有効に活用された。またインターネット調査用サーバーについても、故障・システムトラブルもなく、

4300 件以上のデータをオンラインで収集するうえで、有効に活用された。 

 

２）研究費の効果的活用 

300 万円を越える調査の委託費については、いずれも一般公開入札を行い、もっとも価格の低い業者に対し

て発注を行うことで、研究費を有効活用した。 

 

参考）交付決定額（配分額） （金額単位：円） 

 

     

 

 

 直接経費 間接経費 合計 

 計画班 計画班 計画班 

 公募班 公募班 公募班 

平成 21 年度 

 

199,400,000 59,820,000 259,220,000 

0 0 0 

平成 22 年度 

  

139,400,000 41,820,000 181,220,000 

9,000,000 2,700,000 11,700,000 

平成 23 年度 

  

178,800,000 53,640,000 232,440,000 

9,000,000 2,700,000 11,700,000 

平成 24 年度 

  

118,200,000 35,460,000 153,660,000 

2,700,000 810,000 3,510,000 

平成 25 年度 

  

179,100,000 53,730,000 232,830,000 

2,700,000 810,000 3,510,000 

総 計 838,300,000 251,490,000 1,089,790,000 
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７. 総括班評価者による評価（２ページ程度） 

総括班評価者による評価体制や研究領域に対する評価コメントを記述してください。 

 

総括班評価者による評価体制 

 海外アドバイザリーボードを設置し研究領域への評価コメントをいただく体制を構築した。海外アドバイザ

リーボードは以下のような学際的な研究領域、異なる地域から選ばれた５名のメンバーから構成された。 

Ichiro Kawachi,  M.D.,  Ph.D. (Professor of Social Epidemiology, Department of Society,  Human Development,  

and Health, Harvard School of Public Health, USA)(2011-2013) 

Ana V. Diez-Roux,  M.D.,  Ph.D.,  M.P.H. (Professor, Epidemiology, Director,  Center for Integrative Approaches to 

Health Disparities, Research Professor, Survey Research Center, Institute for Social Research, University of Michigan 

School of Public Health, USA) (2011-2013) 

Tung-Liang Chiang, ScD (Professor and Dean, College of Public Health, National Taiwan University, Taiwan) 

(2011-2013) 

Christina Lee, PhD, FAPS (Associate Dean (Research), Faculty of Social & Behavioural Sciences, University of 

Queensland, AUSTRALIA) (2013) 

Richard M. Carpiano, PhD, MA, MPH (Associate Professor, Department of Sociology, Associate Member, School of 

Population and Public Health, University of British Columbia, CANADA) (2013) 

 

研究領域に対する評価コメント 

１）第１回（中間）評価（2011 年 8 月 5 日） 

 Kawachi 教授、Diez-Roux 教授、Chiang 教授に対して本領域研究の研究計画のプレゼンを行い、これに対し

て以下のコメントを得た。 

 「高い研究水準にあるとの

評価」：脳科学、経済学、心

理学、社会学などきわめて多

様な学際分野を統合した領

域の研究計画について高い

評価を得た。 

 「学際的アプローチに高い

評価」：学際的な共同研究で

あることがこのプロジェク

トの強みである。社会階層に

加えて関連する社会制度の

影響を評価したり、あるいは

社会制度の設計に対して提言をすることが可能であればさらに興味深い。例えば子供手当、高等学校の学費免

除、男性の出産・子育て休暇などがあげられる。 

「日本の特性を明確にすることで国際発信を」：広範な関心領域を網羅する重要なプロジェクトである。日

本社会における特徴的な関連性やメカニズムを明確にすることが期待されている。日本からの社会格差の実

態、媒介要因、修飾要因に関する研究成果は国際的な研究者コミュニティにおいて高く評価されるであろう。 
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２）第２回（成果）評価（2013 年 8 月 31 日） 

 国際会議 2013 に参加した Kawachi 教授、Carpiano 准教授、Lee 教授、Chiang 教授から本領域研究の成果に

対して以下のコメントを得た。 

 

 第１回評価からの研究の進展にはめざましいものがあり、多数の研究成果が得られている。特に社会階層と

健康に関する研究に、脳科学の研究者が参画したことで、新しい研究分野が拓けており、今後の研究の進展が

楽しみである（Kawachi 教授）。 

 社会科学の視点からみえても理論的な深化がなされており、評価できるプロジェクトである。しかし特に健

康科学との融合により多様な研究分野が成長しており大変興味深い。J-SHINE などの学際データベースの利

用が海外研究者にも可能ならばぜひ共同研究を進めたい（Carpiano 准教授）。 

 若手研究者の育成に力を入れている点が評価できる。国際会議(2013)の口演やポスター発表で、社会階層と

健康に関する質の高い研究を行っている若手研究者・大学院生がおり、この領域の将来が有望であることを感

じさせる（Lee 教授）。 

制度の変化によるインパクトの評価はどの程度なされているのか。アジア圏における社会階層と健康の現象

には共通点があるかもしれない。アジア圏での比較文化あるいは制度の差による比較研究も興味深い（Chiang

教授）。 

 

要約 

 以上の海外アドバイザリーボードによる中間および成果の評価からは、本研究領域が計画に従い一定の成果

をあげたことが読み取れる。しかし政策・制度が健康の社会格差に与える影響については、十分な研究成果が

得られているとはいえず、この点は本研究領域の残された課題である。 
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８．主な研究成果（発明及び特許を含む）[研究項目毎または計画研究毎に整理する]  

（３ページ程度） 

新学術領域研究（公募研究含む）の研究課題を元に発表した研究成果（発明及び特許を含む）について、現在から順に発表年

次をさかのぼり、図表などを用いて研究項目毎に計画研究・公募研究の順に整理し、具体的に記述してください。なお、領域内

の共同研究等による研究成果についてはその旨を記述してください。 

 

A01「多目的共用パネル調査」 

１）地域パネル調査 

調査名を Japanese Study on Stratification, Health, Income, and Neighborhood (J-SHINE)とした。2009

年度には地域パネル調査の概念設計を進め、世帯調査・自治体選出の戦略（首都圏を中心とする輪状配置）・確

率論的サンプリング設計、さらに先行質問票の整理・各分担研究班からの質問票の公募・整理を実施。対象自治

体として 2箇所を選定した。2010 年度には、2自治体で先行して調査を実施、さらに 2自治体を含め、合計 4自

治体にて 4342 人（回収率 35％ ）より調査協力を得た。2011 年度には、2010 年初回調査に参加した対象者のう

ち、配偶者・子どもを有する世帯を対象に、後続調査として配偶者調査・子ども調査を実施し、配偶者 1873 名、

子ども 1520 世帯 2612 名の参加を得た。2012 年度には、2011 年実施の配偶者調査・子ども調査についてデータ

の初期バージョンを各班に配布した。第 1 回調査（2010 年実施）回答者 4342 人を対象として第 2 回追跡調査を

実施し（2012 年 7 月～12 月）68.4%の回答を得た。追跡調査では血液検査の承諾が得られた 1200 名に実施する

とともに、貧困認識を検討するため別途 1200 名程度の無作為抽出による質問票調査を実施した。2013 年度には、

2012 年に実施した第 2 回追跡調査ならびに 2010 年第 1 回ベースライン調査の参加者のうち、配偶者・子どもの

いる世帯について 2013 年配偶者（パートナー）調査ならびに子ども調査を実施した。これまでのデータと配偶

者・子ども調査データをコードブックとともに計画班へ配布するとともに、ホームページ上に全質問票を公開、

さらに本調査のリファレンスとなるベンチマーク論文を作成し（Takada, et al. 2014 Journal of Epidemiology, 

in press）、内外の研究者に対して本データの利活用を促進する環境整備を行った。 

２）労働者パネル 

調査名称を Japanese study of Health, Occupation and Psychosocial factors related Equinity(J-HOPE)

とした。2009 年度には、職域パネル調査について、調査候補事業場との交渉、調査対象事業場の選定、質問票調

査項目および検査項目の選定と決定、一部事業場における Web 調査の作成、血液検査業者の入札を実施した 2010

年度には、職域パネル調査のベースライン調査への回答者は 2011 年 5 月末までで 9,779 名、血液検査は 6,400

名と集計した。一部の労働コホートについては、同時実施した食事調査との結果と併せて、学歴・所得が葉酸摂

取と関連していることなどを明らかにした。2011 年度には、2010 年度実施分データ（N=9,864）を計画班に提供

した。2012 年度には、MTHFR, BDNF, 5-HTTLPR, COMT 等の候補遺伝子およびゲノムワイドの遺伝子多型およびエ

ピゲノム解析を開始した（775 検体）。第 1 ウェイブのデータベースを固定し各計画班に配布した。2013 年度に

は、5HTTLPR の遺伝子多型の解析のために、439 検体を回収し、現在解析中である。さらに、脈波間隔計測機能

搭載活動量計（NEM-T1）を用いた睡眠・自律神経系検査を 230 名に実施した。第 2ウェイブまでのデータベース

を計画班に配布した。本データの解析から、教育と収入は日常の食塩摂取量、血圧、葉酸摂取とが有意に関連す

ること、葉酸摂取は抑うつ状態と負の関連性を示し、また葉酸摂取は社会経済指標と抑うつの関連を媒介する可

能性があること等を報告した。 

 

A02「社会疫学による健康格差のメカニズム解明」 

所得・支出、学歴、雇用状態等の社会経済的要因と生活習慣、予防サービスの利用、循環器疾患リスクファクタ

ー、栄養素摂取、精神的不健康、身体的訴え、医療受診との関連が示された。また社会階層と健康との関係を、

生活習慣および内的・外的な心理社会的要因が媒介することを明らかとした。社会階層およびこれと関連した心
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図２ 地域レベルの社会関係が精神的健康に

与える効果 

理社会的要因は、光トポグラフィー検査(NIRS)による大脳表面の血流と関連しており、社会階層が脳機能に影響

を与える可能性が示された（図１）。特に高い社会階層では，リスクを伴う意思決定において前頭前皮質，島皮

質，線条体が関与すると共に，自律神経系などの身体的生理反応が生じて選択に影響する一方、低い社会階層群

ではこうした典型的反応が見られず、脳‐身体の反応性が鈍化していると考えられた。また、社会階層（主観的

社会階層と個人収入）と関連する精神的健康（不安・うつ状態）は、免疫・炎症系の遺伝子発現の異常と関連し

ていることを見出した。この研究と関連しての産業財産権の出願・取得状況として、特許取得１件（慢性ストレ

スの評価方法）、出願中１件（うつ病の診断のためのデータの提供方法）のがある。 

図１ 多目的共用パネル調査対象者に対する近赤外線スペクトロスコピー測定から得られた社会階層および関

連する心理社会的要因と前頭前野機能との関連 

 

A03「所得格差・貧困の経済分析」 

 所得格差や社会階層の違いが、子供の健康状態やその後の健康や主観的厚生に無視できない影響を及ぼすこと

が統計的に確認できた。しかも、その影響はかなり直接的であり、社会経済的要因等によって媒介される度合い

は限定的だという重要な知見も得られた。さらに、地域の所得格差や貧困は健康や健康感だけでなく、幸福感な

どより一般的な主観的厚生とも負の相関があることが示

された。以上の知見は、所得格差の拡大や貧困の深刻化

が健康や主観的厚生にもたらす影響の深刻さと政策対応

の重要性を示唆するものである。 

なお公募班では東日本大震災による被害状況別に，子

供の発達（身長や体重）を検討したが現時点では統計学

的に有意な差は観察されなかった。 

 

A04「社会連帯の形成・維持機構の解明」  

個人及び地域レベルで設定した多様な社会関係指標を

検討し、社会階層による健康格差の制御に有効な社会関

係指標を特定した。例えば、個人の集団参加の影響を調整

しても、地域レベルでみた場合「スポーツ・趣味集団」へ

の参加頻度が高い地域に住んでいる人では、心理的ストレ

スが低かった。さらに「生協・ボランティア集団」への参加頻度が高い地域では、学歴による心理的ストレスの
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表 医療へのアクセスについての集中度指標と水

平的不公正指標 

格差が小さかった（図２）。社会階層により健康格差が生じる理由やメカニズムを理解するために、社会階層と

健康との間に介在する社会心理的要因とその作用機序の一部を解明した。健康格差の制御につながる社会関係の

例として「地域住民の組織化」に着目し、住民の組織化のプロセスと住民組織の活性化を図るための方策を明ら

かにした。さらに地域資源、中でも地域住民の身近な相談役として位置づけられている民生委員を活用し、地域

における排除グループ（閉じこもり、セルフネグレクト等）の把握や介入の可能性を明らかにした。個人レベル、

地域レベルの社会関係指標が個人の健康や保健行動に影響することと、それらの関係を媒介する要因についても

一定の知見を得ることができた。個人レベルと地域レベルの社会関係が健康の階層間格差を軽減する可能性が示

された。地域において、NPO 組織や地域通貨を活用して地域住民の関係性を強化することができる可能性が示さ

れた。 

 

A05「保健・医療・福祉サービスへのアクセスと健康格

差」 

全国データの分析から過去 20年間に歯科医師の地理

的偏在が改善する一方、医師の偏在は持続しているこ

とを明らかにした。「まちと家族の健康調査」結果の分

析から、医科の外来と定期的外来は高所得層にアクセ

スが偏り、入院は低所得層に偏っていることを明らか

にした（表）。歯科については、予防において高所得層

のアクセスが高かった。さらに、広域データの分析か

ら小児医療費助成が受療率を高める可能性を示した。

従来、わが国では所得による医療アクセスの格差は諸

外国とくらべて小さいとされてきたが、実証分析の結

果、所得や医療費助成、都市と農村、自然災害など社

会経済要因が医療サービスへのアクセスに影響を与え

ている可能性が示唆された。 

 

A06「社会保障・労働政策の分析」 

社会階層論や社会移動論をもとに、社会階層や職歴（世代内移動）と健康を媒介するメカニズムの解明に取り

組んだ。とくに仕事の条件（仕事の要求とコントロールなど）や学歴、離転職、非正規雇用などがどのような形

で健康に影響するかについて新たな知見を得た。例えば、若年非正規雇用者の分析から、とくに男性で非正規雇

用は健康を悪化させる効果を持つことが明らかになった。この効果は、基本属性や労働時間・労働条件をコント

ロールしても残る。また出身家族や婚姻状態が健康的生活習慣に関連するメカニズムについても分析した。 

 

X00「総括班」 

１）理論ワーキンググループ 

社会科学と健康科学の学際融合のために、理論ワーキンググループでは本研究領域の参加研究者との議論を踏

まえて、「社会階層と健康」に関する学際統合理論モデルを開発し研究班に提案した。 

２）政策提言ワーキンググループ 

社会階層による健康格差を改善するための政策提言について領域研究の成果、ワーキンググループでの討議、

シンポジウムなどを通じて議論し、政策提言を作成した。 
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A04「社会連帯の形成・維持機構の解明」 

1. 杉澤秀博. 健康の社会的決定要因としての社会経済階層と社会関係に関する研究の接点. 理論と方法. 

2013;28(1):53-68. 

2. 杉澤秀博. 地域レベルからみた社会参加の健康への効果とその媒介要因. プロダクティブ・エイジングと健

康増進に関する国際比較調査研究報告書. 2013;81-91. 国際長寿センター. 

3. 杉原陽子. 精神心理的側面からみた高齢者の健康増進. Geriatric Medicine. 2013;51(9):917-21. 

4. 麦倉 哲. 東日本大震災の被災から復興における「脆弱性」と「社会階層」. 日本数理社会学会『理論と方

法』. 2013;28:269-88.  

5. 麦倉 哲, 吉野英岐. 岩手県の津波被災地における防災・避難生活・復興の課題. 日本社会学会 社会学評論

特集号 東日本大震災３年目のフィールドから. 2013;64(3):402-41. 

6. 葛西力，杉澤秀博. 地域通貨「ピーナッツ」を通じた地域づくり活動から得た教訓：活動の担い手の高齢者

を事例として. 老年学雑誌. 2013;3:1-18． 

7. 柴田博, 杉原陽子, 杉澤秀博. 中高年日本人における社会貢献活動の規定要因と心身のウェルビーイング

に与える影響：2つの代表性のあるパネルの縦断的分析. 応用老年学. 2012;6(1):21-38． 

8. 杉澤秀博. 健康の社会的決定要因としての社会関係 : 概念と研究の到達点の整理 (特集 社会的サポー

ト・ネットワークと社会保障). 季刊社会保障研究. 2012;48(3):252-65. 

9. 杉澤秀博，石川久展，杉原陽子. 民生委員を通じた閉じこもり高齢者把握の可能性.日本公衆衛生雑誌. 

2012;59(5):325-32． 

10. 杉原陽子，杉澤秀博，中谷陽明. 介護保険制度の導入･改定前後における居宅サービス利用と介護負担感の

変化 :反復横断調査に基づく経年変化の把握. 厚生の指標. 2012;59(15):1-9．  

11. 卜部吉文, 杉澤秀博. 訪問リハビリテーションにおける長期継続利用に至るプロセス.日本在宅ケア学会誌. 

2013;16(2):45-52． 

12. 白山靖彦, 竹内祐子, 松山美和, 中道敦子, 柳沢志津子. 地方都市における歯科衛生士のバーンアウトに

関する研究. 日本歯科衛生教育学会誌. 2012;3(1):1-6． 

13. 原田謙. 社会階層とパーソナル・ネットワーク――学歴・職業・所得による格差と性差. 医療と社会. 

2012;22(1):57-68. 

14. 麦倉 哲. 危険な仕事・任務に誰が就くのか －原発労働者をめぐる隠蔽と分断の一側面―. 日本社会病理

学会編. 現代の社会病理. 2012;27:3-25. 

15. 吉澤恵美, 杉澤秀博. 家族介護者の認知症に関する理解度が介護負担感に与える効果. 老年学雑誌. 

2012;2:43-56． 

16. 斎藤民,甲斐一郎,杉澤秀博,柴田博. 高齢者の居住継続性とその関連要因--別荘地に移住した高齢者への 5

年間の追跡研究. 老年社会科学. 2011;33(3):385-94． 

17. 杉澤秀博. 高齢透析患者の介護-透析患者に対する全国調査からみた実態. 臨床透析. 2012;28(1):55-62． 

18. 杉澤秀博，石川久展，杉原陽子. 民生委員を通じた閉じこもり高齢者把握の可能性．日本公衆衛生雑誌. 2012. 

19. 杉澤秀博,杉原陽子. 特定高齢者における介護予防サービスへのアクセスの阻害要因. 厚生の指標. 

2011;58(7):6-12.  

20. 杉澤秀博，杉原陽子．特定高齢者の候補者の健診受診に対する社会的ネットワークの直接および間接効果－

一般高齢者との対比. 日本公衆衛生雑誌. 2011;58(9):743-53．  

21. 原田謙．社会階層とパーソナル・ネットワーク――学歴・職業・所得による格差と性差．医療と社

会.2012;22(1). 

22. 吉澤恵美，杉澤秀博．家族介護者の認知症に関する理解度が介護負担感に与える効果. 老年学雑誌. 2012. 

23. 北島洋美, 杉澤秀博．認知症末期にある特別養護老人ホーム入居者に対する介護スタッフのケアプロセス. 

社会福祉学. 2010;51(1):39-52.  

24. 小林由美子,  杉澤秀博. 介護付有料老人ホームへの早めの住み替え後の子どもからの情緒的支援: 居住者の



18 

視点による質的検討．社会福祉学. 2010;51(2):70-82. 

25. 杉澤秀博, 杉原陽子．特定高齢者における介護予防サービスへのアクセスの阻害要因．厚生の指標. 2011. 

26. 田代和子,  杉澤秀博．高齢者と家族介護者からみたデイサービス利用・非利用に関連する要因--パネル調査

の分析を通して. 老年社会科学. 2010;32(1):3-13. 

27. 徳田直子, 杉澤秀博．女性定年退職者の退職後の楽しみ・生きがい：現役時代の経験との関連について．老

年学雑誌. 2011; 1(1): 39-54. 

28. 杉原陽子, 杉澤秀博, 新人正弥, 菊地和則, 高橋龍太郎. 要支援認定者における介護保険制度改定の影響評価 

－サービス削減への対処とその心理的影響－. 社会福祉学. 2009;50(2):56-67. 

 

A05「保健・医療・福祉サービスへのアクセスと健康格差」 
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市民パネルモニタープログラム 

2010 年度から本領域研究の企画、進展、結果の公表について、一般市民から意見を聴取する「市民パネルモニ

タープログラム」を開始した。新聞広告などで募集した者 56 名から性別、年齢、社会的立場の多様性を考慮し

て13名のメンバーを選出した。2010から2012年度まで毎年２回市民パネルモニター会議を開催した。会議では、

研究メンバーの講義に基づいて参加者がグループディスカッションを行った。2012 年度には、「健康格差に関す

る市民からの提言その 1」として、市民の目線から健康格差是正の具体的方策を検討し領域に提案した。2014 年

2 月 12 日に開催された市民公開シンポジウムでは、市民パネルモニター2名が市民からの提言を発表した。 

 

ホームページによる情報発信 

研究領域ホームページ< https://mental.m.u-tokyo.ac.jp/sdh/>により研究計画、研究成果、シンポジウムな

どの情報を発信した。2013 年度には５年間の研究成果を国民むけにわかりやすくまとめたパンフレット『日本の

「健康社会格差」の実態を知ろう』を作成しホームページで公開した。 

 

公開発表等 

“The International Conference on Social Stratification and Health 2011: Looking into the Future Research Agenda”, 6-7 

August 2011, University of Tokyo, Japan, 参加者約 100 名 

“International Conference on Social Stratification and Health 2013: Interdisciplinary Research and Action for Equity”, 31 

August – 1 September 2013, University of Tokyo, Japan, 参加者約 150 名 

『「社会格差と健康」シンポジウム：孤立死と社会的排除にどう立ち向かうか』2013 年 3 月 14 日 13:30-16:30 於

東京大学伊藤国際学術センター会議場、参加者約 150 名） 

『「社会階層と健康」成果報告市民公開シンポジウム』（2014 年 2 月 12 日、於東京大学大学院医学系研究科鉄門

記念講堂、参加者約 100 名） 
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10．当該学問分野及び関連学問分野への貢献度（１ページ程度） 

 研究領域の研究成果が、当該学問分野や関連分野に与えたインパクトや波及効果などについて記述してください。 

 

１．新学術領域「社会階層と健康」への貢献 

本研究領域の目的は、社会の階層化と健康という研究テーマについて、健康科学と社会科学とを統合した新し

い融合学術領域を確立することである。社会階層と健康格差の問題に学術的・政策科学的に取り組むためには、

健康科学と社会科学の高度な統合が求められるが、それを実践に移すうえで課題となるのが両者間にある用語や

問題認識のフレーム、さらに因果論を含む論理構成の違いである。本研究領域では、理論ワーキンググループに

おける学際統合の議論を通じて、分野を横断する統合的な理論枠組みを開発した。この理論モデルにより今後、

本テーマに関して学際的な研究が進むと期待される。また遺伝子情報を含む多くの生物学的マーカーを含めた、

国内では初となる学術領域横断的多目的共用パネルデータを地域ならびに職域にわたって整備し、実証的な作業

を共同でもしくは相互批判的に行うことが可能になったことで、本研究領域を通じて社会学・経済学・政治学・

健康科学・疫学の共同研究論文が 多数発表された。本データベースは今後公開されるとともに、質問票の英訳

も公開され、国内外の研究者が学際的に研究を進めることに貢献すると期待される。このように本研究領域は社

会科学と健康科学を統合した新しい融合学術領域を創出し、その発展のための理論および実証基盤の確立に成功

したことで学術全体に大きく貢献した。 

２．関連学問分野への貢献 

１）脳科学研究への貢献：脳科学研究に社会学・心理学の概念を融合させた研究により、社会的な不利、子供時

代の逆境、心理的なストレスが脳機能に影響を与える生物学的なプロセスを明らかにできる可能性が得られた。

このことにより、「リアルワールド」脳科学研究が今後大きく推進されるきっかけとなると期待される。 

２）心理学への貢献：意思決定などの心理学的プロセスに身体末梢の炎症反応が影響するなど、心理学と生理学

を融合した生理心理学の発展に貢献した。 

４）経済学研究への貢献：A03 班では経済学のアプローチに基づき、所得格差や貧困リスクの形成メカニズムを

解明するとともに、所得格差や貧困が子どもの健康、就業行動、主観的な幸福度や健康意識等に及ぼす影響を研

究した。これらの研究は健康科学の研究者との共同で英文論文等として公表され、新しい視点および研究手法に

よる厚生経済学を進展させることができた。 

５）社会関係の社会学的研究への貢献：A04 班が取り組んだ研究では、健康社会格差を緩和する社会関係の他、

これを悪化させる社会関係も見いだされた。また質的研究を含めて社会関係の形成過程の解明に迫り、地域介入

の可能性を明らかにした。これらは社会関係の社会学的研究を大きく前進させる新しい研究成果である。 

６）医療管理政策学への貢献：種々の公的・学術データを利活用し、国民や地域住民の医療アクセスの状況をモ

ニターする手法の開発に貢献した。また、社会階層と健康に関わる海外の公共政策について概観し、重点政策が

治療から予防へとシフトしていることを社会保障・租税関連の雑誌に寄稿し、日本の政策過程の参考に供した。 

７）社会階層に関する社会学への貢献：健康の問題は、わが国の社会学では周辺的な研究領域であった。本研究

領域を通じて、多数の社会学者が健康指標を利用した研究に習熟したことで、今後この領域に参画する社会学者

が増加すると期待される。例えば、今後の SSM 調査では、健康指標に関するより多様な設問が入れられる可能性

がある。 

８）疫学研究への貢献：理論的背景を持たない場合には疫学研究はやみくもなデータマイニングになる可能性が

ある。本研究領域での社会科学研究者と疫学研究者の対話から、理論と仮説を持つ研究のみが正当化されること

が明確となり、疫学研究の質の向上に大きく貢献した。 

 

 

 


